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おかげさまで創業100周年。
大八化学工業は、次の時代へ。

次の100年に向けて、新たな一歩へ

環境への負荷軽減は、企業の社会使命

大八化学工業は2019年、創業100周年を迎えました。この大きな節目にあ
たり、次の100年を目指して、どのように歩んでいくのか。企業として取り組
むべき環境対策とは。今後のビジョンについて、代表取締役社長 北村准一が
語りました。

“変わり続けること、
変えてはいけないこと”
大八化学工業のものづくり
当社が扱う製品は、自動車シートや家
電、OA機器、建材など生活を支えるもの
に新たな機能を与える添加剤として、幅
広く使用されています。これは、当社が市
場の声を敏感に感じ取り、他の企業が進
出していない分野を開拓し続けてきたこ
とによるものです。時には、汎用品となっ

対 象 期 間 ：「環境・社会報告書201９」は、
    201８年4月～201９年3月の実績を
    もとに作成しました。

発 行 日 ： 2019年6月

次回発行予定日 ： 2020年6月

対 　 象 ： 本社、東京支店、寝屋川工場、
    半田工場、福井工場、
    大阪技術開発センター

報告書の対象範囲

編集方針
当社のすべての活動は、レスポン
シブル・ケア（RC）活動（労働安全
衛生、環境保全、保安防災、化学
品・製品安全、物流安全、社会との
対話）をもとに取り組んでいます。
編集にあたっては環境省の「環境
報告書ガイドライン2018年版」
を参考に、広く社会に報告するこ
とを目的にまとめました。

トップメッセージ

会社概要

レスポンシブル・ケア基本方針

環境保全への取り組み

労働安全衛生・保安防災への
取り組み

化学品・製品安全・物流安全への
取り組み

社会とのコミュニケーション

大八化学工業100年の歩み
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た製品に替わり、新たな需要が見込まれ
る特殊品の開発に舵を切ったこともありま
す。このように世の中の新しい動きを見極
めた判断と高い技術力で、社会が必要と
する製品を作り続けてきました。
近年、大手の化学メーカーも付加価値

の高い製品の開発に注力し、市場競争
は激しくなっています。しかし、そうした苦
境の中でこそ、ビジネスチャンスが生まれ
てくるものです。ガソリン自動車から電気

自動車へ、リチウムイオン電池から全固
体電池へ、こうした技術革新が起こると
き、その根底にある素材も変化せざるを
えないでしょう。変化をチャンスにするに
は、後追いではなく、常に先手を取って開
発を進めていかなければなりません。そ
のためには、私達が変わり続けることが
重要です。「意識を変えよう」「発想を変
えよう」という社員一人ひとりの心掛けを、
社内全体の文化として浸透させるべく、
日々 努めております。
このように社員一人ひとりが変わり、全
社一丸となって環境の変化に対応して
いくことで次の時代が切り拓けると考えて
おりますが、一方で変えてはいけないこと
もあります。それは魂を込めて仕事をする
ことです。魂の入っていない仕事は、お客
様には届きません。変わり続けることと変
えてはいけないこと、この精神が100年続
く当社のものづくりを支えているのです。

社会的責任（CSR）に対する
取り組み
当社では、環境保全、法令遵守、安全
対策の3つを使命に掲げ、レスポンシブ
ル・ケア活動に取り組んでおります。コン
プライアンス委員会とRC推進室が中核と
なり、工場を含めた全社員に徹底をは
かってまいりました。近年、企業にはより一
層の社会的責任が求められています。
今後は、さらにお客様と社会の要請に応
えるべく、第三者機関による客観的な評
価を受ける体制づくりも進めながら、当社
のCSR活動を社外へ発信していく考え
です。また、CSR活動と併せ、2015年9月
の国連サミットで世界共通の目標として
採択された「持続可能な開発目標

（SDGs）」の課題に取り組むことも視野に
入れております。SDGsは、貧困や不平
等、教育、環境など、17の目標と169の
ターゲットの達成を目指すものです。当社
もこの目標に賛同し、CSRの課題とも絡め
たさまざまな活動を通して、その達成に
貢献していきたいと考えております。

地球温暖化防止に向けた
CO2の削減
地球温暖化につながるCO2排出量を

いかに削減していくのか。その使命を果
たすことは、企業に課された社会的な責
務です。当社では、国内の3工場におい
て生産の効率化や工程の改良をはか

り、製品単位当たりのエネルギー使用量
の削減に努めております。また、寝屋川
工場と半田工場では、燃料を重油から
都市ガスに切り替えました。福井工場で
は、設備の都合上、現状としては特A重
油を使用しておりますが、将来的には
LNGへ切り替える予定です。さらに、生
産工程から出る廃棄物の削減や排水の
クリーン化にも取り組んでおります。法改
正により一部の排水を産業廃棄物として
取り扱うこととなったため、一時的には廃
棄物の量が増加していますが、より高度
な排水浄化装置を用いた処理を行うこと
により、可能な限り廃棄物の削減に取り
組んでまいります。

海洋プラスチック汚染への
対策
日本を含めた世界各国では、海洋プラ
スチックごみによる地球環境汚染が深刻
化し、その対策が急がれています。当社
では、生分解性樹脂（土中や水中で自然
に分解される樹脂）を対象とする可塑剤
の研究成果として、DAIFATTY-101が
生分解性認証の欧州規格である
EN13432を取得しました。また、環境省
が主催する「プラスチック・スマート」キャ
ンペーンへの参画も始めております。本
キャンペーンは、個人・自治体・NGO・企
業・研究機関などが連携協働することに
より、海洋プラスチックごみ問題の解決へ
の動きを加速させることを目的としていま
す。当社では、自社が持つ生分解性プラ
スチック用可塑剤の技術を通して、この
取り組みを支援していく考えです。

リンのリサイクル推進支援
現在、国を挙げて「資源循環型社会」
への移行が進められていますが、廃棄物
削減の取り組みとともに、資源のリサイク

ル推進は今後強化すべき重要課題で
す。例えば、当社の主力製品であるリン
系難燃剤の原料は、現状では天然資源
である黄リンから作られています。このリ
ンに関して今注目されているのが、二次リ
ン資源です。国内には、製鋼スラグや下
水汚泥から再資源化できるリンが年間20
数万トンあると試算され、そのリサイクル
研究が進められています。当社は、このリ
サイクル研究を行う団体にも参画し、二
次リン資源の研究と開発の支援を行って
おります。

次の100年を目指して
創業100周年を迎えたこの節目に、大
八化学工業は次の一歩を進み始めまし
た。まずは将来どういう会社でありたいの
か、どんな会社にしたいのかを社員ととも
に考え描きながら、具体的な形で中長期
の計画に反映させていく考えです。次の
100年に向けたファーストステップに、ご期
待ください。

C
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T
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代表取締役社長

北村准一
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レスポンシブル・ケア基本方針進化するモノと暮らしの中に、私たちの
ソリューション製品が使われています。

全ての事業活動において法令を遵守し、環境保全、安全・健康の確保に努め、維持・向
上させる。具体的な目標を設定し、全従業員に周知徹底し、実行する。

1

限りある資源・エネルギーを節約し、地球環境の保全のため、省資源、省エネルギー、廃
棄物の削減と再利用を推進する。

2

新製品の開発や生産技術の設置においては、事前に製品の開発・製造・物流・使用・最
終消費・廃棄のそれぞれの工程における環境・安全・健康を評価し、それらに配慮した
製品の開発・生産に努める。

3

生産活動における無事故・無災害を達成するため、保安防災のレベルアップを図るとと
もに、緊急時対応策を整備し防災訓練を実施する。万一、事故が発生した際には、的確
な措置が取れるようにしておく。

5

製品や取扱い物質の環境・安全・健康に関する情報を整備し、その安全な使用と取扱
いに関し必要な情報を顧客及び物流業者に提供する。

4

海外事業、技術移転及び製品の国際取引においては、国内外の法規制を遵守し、相手
先の環境保全と安全・健康の確保に十分配慮する。

6

環境保全等に関する地域活動に参加、協力し、環境・安全・健康の活動について社会と
の対話に努め、理解と信頼の向上を図る。

7

用語解説

レスポンシブル・ケアとは、化学物質を取り扱う事業者が化学物質の開発から製造、物流、使用、最終消費を経て廃棄に
至る全ライフサイクルにわたって「環境・安全・健康」を確保するとともに、社会からの信頼性向上と社会とのコミュニ
ケーションを深めるための責任ある自主的な管理活動をすることです。

社 名 ： 大八化学工業株式会社

創 業 ： １９１９年（大正８年）

設 立 ： １９３７年（昭和１２年）６月２３日

本社所在地 ： 大阪市中央区平野町１丁目８番１３号

代 表 ： 取締役社長　北村　准一

資 本 金 ： ８億２千５百万円

従 業 員 ： 265名 （出向社員を含む）

関 連 会 社 ： ダイハチケミカル　シンガポール

  大八化工（常熟）有限公司

大阪技術開発センター

福井工場

寝屋川工場

半田工場

会社概要 （2019年 3月31日現在）

保安
防災

環境
保全

化学品
製品安全

労働
安全衛生

物流
安全

レスポンシブル・ケアとは？

RC活動

当社は、大正八年創業以来、可塑剤、難燃剤、金属抽出剤など、数々の高機能性製品を生み出してまいりました。
これら製品は、パソコンやテレビなどのOA機器や生活必需品など、幅広い分野で使用されている樹脂に

新たな機能や価値をもたらす添加剤として使用されており、幅広く活躍しています。
当社は製品を通じて、素材進化のさらなるその先へと思いをはせながら、皆様とともに豊かな社会を創造していきます。

難燃剤

可塑剤
金属抽出剤

化学的性質が非常に
よく似たレア・アース
（希土類）等を分離・抽
出するために使われ
る抽出剤です。

本来は硬い性質の樹脂
を、軟らかい材質に変え、
成型しやすくするだけで
なく、柔軟性をあたえるこ
とで製品に更なる付加価
値をもたらす添加剤です。

本来は燃えやすい性
質の樹脂を燃えにく
い材質に変え、樹脂の
安定性・安全性を高め
るための添加剤です。

レスポンシブル・ケア
®
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環境保全への取り組み
当社は、RC基本方針ならびに環境方針に基づき、環境マネジメントシステムの運用によって、
地球温暖化防止等の環境保全活動を推進しています。

環境方針

プラスチック用可塑剤および難燃剤のトップメーカーとして、より良い地球環境をめざし、地域環境改善のための環境方針を定めています。また、環境に
優しい製品の開発および環境負荷低減を通じて、環境保全活動に全従業員一丸となって取り組んでいます。

環境・品質マネジメント

事業活動を通じて消費するエネルギーや資源、生産過程
で発生する環境に与える負荷の状況を把握しています。
2018年度の物質フローは右記のとおりです。
当社は事業活動を行うにあたり、エネルギー、水資源、原
料を使用しており、結果として環境にさまざまな負荷を
与えています。環境負荷の低減は企業の務めであり、省
エネルギー、省資源活動を推進するために、各種取り組
みを行っています。

事業活動に伴う
環境負荷の全体像

当社は生産部門においてエネルギー使用量削減やCO2排出量削減の目
標を設定し、省エネルギー対策の確実な実施、効率的な生産計画の策定、
生産技術の改良でCO2排出量の削減に向けた活動に、積極的に取り組ん
でいます。
2018年度のCO2排出量削減目標の達成状況としては、増加という結果と
なり、年度目標である「CO2排出量原単位を前年度比2%削減」を達成でき
ませんでした。これは、エネルギー効率の高い製品の生産量が減少し、エネ
ルギー効率の低い新商品の生産を行ったことにより、商品構成が大きく変
わり、エネルギー使用量が増加したためです。今後も引き続き目標達成を
目指し、エネルギー効率の向上や改善に取り組んでまいります。

地球温暖化防止と省エネルギー

ボイラーの排ガス中に含まれる大気汚染物質である硫黄酸化物(SOx)、窒素酸化物（NOx）、ばいじ
んなどの排出量を定期的に測定し、燃焼空気比の調整などの取り組みをはじめ、その削減に努めて
います。

大気への排出削減に
対する取り組み

各事業所ともプラント排水のCOD（化学的酸素要求量）やP（リン）、N（窒素）などの物質の環境負荷低
減のためにプロセスを改善し、各工場の立地状況に適合した排水処理設備を設置し、処理システムの
改良により、発生と排出を抑制する努力をしています。

環境保全活動に積極的に取り組み、当社の事業活動において、環
境負荷の小さい製品の開発、省資源、省エネルギー、効率的なプロ
セスによる環境負荷の低減、リサイクルの推進、廃棄物の削減等を
継続的に進めていきます。

環境方針に整合した環境目的・目標および環境プログラムを定め、
定期的に見直すことにより継続的改善を図ります。

1

2

環境保全に関する法規制、条例、協定および同意した要求事項を遵
守し、環境汚染の予防を図り、地域社会との共生に努めます。

従業員に教育および啓蒙を実施し、環境保全に対する意識向上を
図ります。

この環境方針は、当社および当社で働く常駐協力会社の全従業員
に周知するとともに、要求があれば一般にも公表します。

3

4

5

原単位指数とは、ある基準年の原単位を100として、年度毎の原単位と比較した数値です。製品
１トンあたりの生産に換算した数値を原単位といい、各グラフの基準年は、大気と水域は1999
年、エネルギーは1990年となっています。右記の計算式で、その年の原単位を基準年の原単位
と比較することにより、環境負荷低減への取り組みを数値化し、定量的に扱うことができます。

各年度の原単位
× 100 =

各年度の
原単位指数基準年の原単位

■ 計算式

水域への放流抑制に
対する取り組み

用語解説 原単位指数とは？

製 品 47.3千tエネルギー（前年度比）
重油
電気
ガス

4,445 kl
21,836千kWh
2,492千m3

（+11.3％）
（+4.1％）
（+8.0％）

水域への排出
COD
窒素
リン
PRTR法
対象物質

13.4t
6.2t
13.5t

0.8t

廃棄物排出

816.2t
廃棄物
埋立量
（最終埋立処分量）

大気への排出

30.0千t-CO2
15.9t
5.6t
0.7t

13.3t

温室効果ガス
　
NOx
SOx
ばいじん
PRTR法
対象物質

原 料 63.5千t

水 1,170千m3

インプット 大八化学 アウトプット
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■エネルギー使用量と原単位指数の推移
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当社では、全社的な環境・品質マネジメントシステムの展開を行っています。ISO14001、ISO9001の認証を取得し、継続的な環境・品質改善を積極的
に推進しています。

ISO14001・ISO9001認証取得状況

■ 環境管理ISO14001認証取得状況

事業所名 IOS14001更新審査 IOS14001認証取得 審査登録機関

2017年4月 2002年4月 JCQA

■ 品質管理ISO9001認証取得状況

事業所名 IOS9001更新審査 IOS19002認証取得 審査登録機関

本 社
福 井 工 場
半 田 工 場
寝 屋 川 工 場
大阪技術開発センター

福 井 工 場

半 田 工 場

寝 屋 川 工 場

2019年1月

2017年2月

2017年3月

1998年1月

1999年5月

1999年4月

JCQA
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環境保全への取り組み

事業活動に伴って排出される種々の廃棄物については、生産段階から発
生の抑制に取り組んでいます。また、事業所内でのごみ分別回収や、使
用済み容器のリサイクルなどを通して３R活動を推進させることで、廃棄
物排出量の削減に対して積極的な取り組みを行っています。

廃棄物の削減 PRTR法対象物質管理への取り組み

産業廃棄物の削減
当社では、産業廃棄物削減の一環として、廃棄物を発生する工程の改良
に努めています。例えば、福井工場では廃アルカリの発生量を約10%に
まで低減する処理工程を確立し、現在も継続して削減を行っています。
しかし、法改正により、一部廃水を産業廃棄物としたため、2016年度より
廃棄物量が増加し、それに伴い最終埋立処分量も増加しています。現
在、この廃棄物量を減らす為、対策を検討しています。

化学物質の排出と移動を適正に管理しています
当社では、1996年から一般社団法人日本化学工業協会が行っている化学物質の環境への排出量の調査に参加し、環境への排出量・移動量の把握を
行ってきました。
2001年4月からは「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善に関する法律（化学物質管理促進法）」により、化学物質の環境への排出
量の把握と報告が義務付けられ、排出量の管理を行っています。

臭気改善対策
近くに小学校や住宅地のある寝屋川工場では、浸漬平膜浄化装置を用
いた密閉系システムを廃水処理設備に導入したことにより、設備および
周辺の臭気が改善されました。それに伴い、使用する薬剤が減量され、運
転コストも削減しました。

■ 2018年度 
　 PRTR法対象物質の排出・移動量（t/年）

■ 法対象物質のPRTRデータ※2（t/年）

アセトアルデヒド
アニリン
４，４’－イソプロピリデンジフェノール
エチルベンゼン
エチレンオキシド
エチレンジアミン
１，２－エポキシプロパン
２，４－キシレノール
２，６－キシレノール
キシレン
クレゾール
クロロ酢酸エチル
１，２－ジクロロエタン
１，２－ジクロロプロパン
２，６－ジ－ターシャリ－ブチル－４－クレゾール
テレフタル酸
トリエチルアミン
トリブチルアミン
トルエン
２－フェニルフェノール
フェノール
フタル酸ジエチル
フタル酸ジ－ノルマル－ブチル
フタル酸ビス（２－エチルヘキシル）
フタル酸ノルマル－ブチル＝ベンジル
ほう素化合物
無水フタル酸
無水マレイン酸
りん酸トリス（２－エチルヘキシル）
りん酸トリス（２－クロロエチル）
りん酸トリトリル
りん酸トリフェニル
りん酸トリ－ノルマル－ブチル

0.00 
0.00 
0.00 
0.03 
0.04 
0.00 
0.00 
0.00 
0.00 
0.02 
0.00 
0.00 
1.33 
0.16 
0.00 
0.00 
0.00 
0.00 
11.72 
0.00 
0.00 
0.00 
0.00 
0.00 
0.00 
0.00 
0.00 
0.00 
0.00 
0.00 
0.00 
0.00 
0.00 
13.30 

0.00 
0.01 
0.00 
0.00 
0.00 
0.00 
0.00 
0.00 
0.00 
0.00 
0.00 
0.00 
0.00 
0.00 
0.00 
0.00 
0.00 
0.00 
0.00 
0.00 
0.02 
0.00 
0.00 
0.00 
0.00 
0.72
0.00 
0.00
0.00 
0.00 
0.00 
0.00 
0.00 
0.75

0.00 
0.00 
0.00 
0.00 
0.00 
0.00 
0.00 
0.00 
0.12 
0.00 
0.12 
0.21 
0.00 
0.00 
0.00 
0.00 
0.00 
1.09 
0.01 
0.00 
0.12 
0.00 
0.00 
0.00 
0.00 
0.00 
0.00 
0.00 
0.00 
0.00 
0.00 
0.00 
0.00 
1.68 

0.10 
9.30 
0.00
34.59 
0.00
0.00 
0.03 
0.00
39.64 
23.06 
48.95 
0.00 

123.00 
9.19 
6.77 
0.00
8.99 
0.52 
24.89
0.00 
8.70
0.00
0.00
0.00
0.00
0.08
0.00
0.00
0.00
0.00
0.00
2.14
0.00

339.95

 12 
 18 
 37 
 53 
 56 
 59 
 68 
 78 
 79 
 80 
 86 
 99  
157  
178  
207  
270  
277  
292  
300  
346  
349  
353  
354  
355  
356  
405  
413  
414  
458  
459  
460  
461  
462

物質名称政令指定No. 事業所外への移動下水道への移動水域への排出大気への排出

排出・移動量
355.68

総排出量
14.05

大気への排出
13.30

水域への排出
0.75

土壌への排出
0.00

事業所内埋立処分
0.00

総排出量
341.63

下水への移動
1.68

事業所外への移動※1

339.95

合計
1,007,782

千円

■ 環境対策投資資金

環境対策
219,564千円
21.8%

環境負荷減対策
11.7%
省エネCO2
排出量削減
5.8%
環境対策その他
4.3%

安全・防災・衛生対策
788,218千円

78.2%

設備老朽化対策
52.9%

労働安全・作業
環境改善対策

18.7%
爆発・火災・漏洩対策

4.2%
安全・防災・衛生
対策その他 

2.4%

回転円盤排水浄化装置

浸漬平膜
浄化装置

環境対策投資金額の主な内訳としては、環境負荷対策として塩酸ガス処
理設備類や廃水処理設備などの更新を実施し、2.2億円となりました。
安全・防災・衛生対策への投資は7.9億円となり、静電気対策や高圧ガス
製造設備の更新、設備の老朽化対策などの予防保全を積極的に実施し
ています。
今後も安全操業に必要な投資を継続し、環境保全、保安防災、省エネル
ギーへの取り組みに努めてまいります。

環境対策投資

内訳

内訳

会社合計

※1 事業所外への移動は、廃棄物中間処理業者への委託で、すべて適正に処理されています。
※2 法では、kg・有効数字2桁ですが、本報告はトン（t）単位で表示しています。また、土壌への排出および事業所内埋立処理はゼロです。

■ 最終埋立量

'14 '15 '16 '17 '18 （年度）

t/年

■ 廃棄物の分類

廃アルカリ
14.8％

廃油
10.3％

汚泥
31.6％

廃酸
42.3％

その他
1.0％

合計
7,060
t/年

0

200

400

600

800

1000

※2016年に水濁法の改正があり、一部廃水を産業廃棄物として
　処理したため、最終埋立処分量が増加しております。

※ ※
※
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労働安全衛生・保安防災への取り組み
「環境・安全・健康」の確保を主眼とするレスポンシブル・ケアの基本方針に基づいて、
当社では、労働安全衛生・保安防災について適切に取り組んでいます。

各工場では漏洩や火災、地震等の緊急事態に
備えて、防災体制を構築し、運用しています。
また、万が一の事態に備えて、自衛消防隊を
組織し、年度計画に従って漏洩対策、初期消
火や緊急停止等の措置やAEDの講習会を実
践さながらに訓練しています。また、各工場の
自衛消防隊が、積極的に地域の消火技術競技
会に参加する他、地元の消防署と連携した大
規模な合同総合防災訓練を実施し、技術の向
上と啓蒙を図っています。
大地震や津波等の災害により交通機関が寸
断され、帰宅できない従業員用に非常食や各
種防災備品の備蓄、緊急地震速報の導入等
の対策を行っています。また、全国瞬時警報シ
ステム（J-ALERT）鳴動時の対処を具体的に
検討し、一部の事業所では、緊急時の防災訓
練に退避行動を取り入れ、緊張感のある訓練
を実施しています。

緊急事態に備えて

C-TPMの活動
寝屋川工場では、他工場に先駆けてC-TPM（Compact-Total 
Productive Maintenance）の活動を行っています。TPMのコン
パクト版であるC-TPMは、生産保全のシステムの中でも体質改善
活動を行う目的で導入し、基本条件整備、生産効率化、環境安全、
人材育成の４本柱で構成されています。５S中心の基本条件整備か
ら活動を開始し、現在では、環境安全へと広げています。

CASE 1

改善提案表彰制度
従業員一人ひとりの安全や環境等への意識向上を目的として、改
善提案活動を行っています。業務の生産性向上や作業場の安全性
向上に寄与するような改善を、より率先して考え出すことを狙い、
先行している事業所に倣って、改善提案を表彰する制度を水平展
開しました。その結果、従業員のモチベーションの更なる向上や、
常日頃からの業務への創意工夫等への改善がみられるようになり
ました。より効率的で、より安全な作業場を目指すためにも、地道
な努力や取り組みを行っています。

CASE 2 作業環境測定
化学物質を取り扱う作業者の健康や安全に留意し、化学物質のリ
スク評価を実施しています。リスク評価とは、化学物質の有害性と
その化学物質を取り扱う作業場におけるばく露状況から想定され
る、作業者への影響に関する評価のことです。その際に、リスクが
高いと評価された作業は、作業内容の見直しや排気装置の設置、
保護具着用の徹底等を実施し、許容可能なリスクまで低減する対
策を行っています。
また、リスク評価だけでなく、化学物質のばく露状況を確認するた
め、定期的に作業環境測定を実施して、適切な管理を行っています。

CASE 6

非定常作業時の危険予知（KY）活動の強化
近年、化学工場における重大事故の発生件数が増加しています
が、これら事故の原因は非定常作業時に多いと報告されていま
す。そのため当社としては、これら他社の事故を重く受け止め、非
定常作業前に必ずKYを行い、作業従事者にその作業における危
険性を十分認識できるように対策を行っています。KYを常日頃意
識するためには、KY教育が重要であり、4R-KYT法を導入し、教育
を行っています。4R-KYT法を行う際に、実際の作業の写真をとっ
てきてそれを題材に行っています。

CASE 5

事業所内パトロールと工場安全診断
　保安防災活動および労働安全衛生を適切に行うために、各事業
所では安全衛生委員会を設置し、防火対策、環境衛生、一般労災、
電気計装、化学設備等の各専門委員会を組織して生産現場や職
場のパトロールを行い、安全操業に努めています。また、事業所内
にとどまらず他事業所との相互確認を図るために、全事業所対象
の工場安全診断を実施しています。他事業所の良い取り組み等を
参考にして保安防災体制の維持管理に努めています。

CASE 4

大阪府薬事関係等功労者知事表彰受賞
１０月１８日、大阪府薬剤師会館にて、大阪府薬事関係等功労者知
事表彰式が執り行われ、当社相談役が受賞いたしました。この表
彰は、大阪府表彰規則に基づき、医薬品等の研究、生産並びに功
績のあった薬事関係者に授与されるものです。当社としては、引き
続き、薬事にかかわる研究や生産等を積極的に取り組むことで、環
境や安全のみならず、社会に貢献してまいります。

CASE 3

合同防災訓練

防災訓練

出初め式

AED講習会
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化学品・製品安全・物流安全への取り組み 社会とのコミュニケーション
地域社会の皆様に信頼される企業をめざし、地域とのコミュニケーションを図っています。
また、次世代を担う子どもたちの科学教育へも積極的に参加・協力しています。

【ホームページ・環境報告書】

情報の開示

当社は会社の状況、環境報告書などを
HPにて公表しています。

http://www.daihachi-chem.co.jp/
ホームページ 環境報告書

化学品の性状と取り扱い方法を明確にし、ユーザーも含めたすべての取扱者の
安全と健康、そして環境を守ります。

化学品の分類および表示に関する世界調和システム（Globally Harmonized System of Classification and Labelｌing of Chemicals）の
略で、国際的に統一されたルールに従って、危険性、有害性を分類し、取り扱い上の注意事項をラベルやSDS（Safety Date Sheet）に表示、記
載するシステムのことです。

ラベル・イエローカード
GHS を導入している国へ出荷する場合、危険性や有害性の分類に基づ
いた絵表示等でわかりやすく表示したGHS 対応ラベルを製品ラベルと
して使用しています。
また、輸送中、万一の事故が発生した場合、迅速に対応できるように、製
品を輸送する物流業者に緊急時の措置と連絡先を記載した「イエロー
カード」を携帯させて物流の安全を確保しています。加えて、「GHS 対応
ラベル」には国連番号、緊急時応急措置指針の指針番号も追加表示し、
容器イエローカードにも対応しています。

化学物質管理への対応
研究段階の物質から製造されている製品、廃棄物に至るまで、国内外の
法規制に遵守しています。化学物質を取り扱うメーカーとして、必要とさ
れている新規化学物質、毒性懸念物質の輸出入管理、排出管理など幅広
い知識を要するため、コンサルタント会社も起用しながら、適切に判断
し、対応しています。
また、社内教育の一環として、国内外の化学物質規制に関する各種法規
制に関しても最新情報をいち早く入手するとともに、専門家を招いて勉
強会の開催や社内での講習会の実施など、従業員の教育レベルの向上
を図っています。

各事業所周辺の
地元住民との交流を
大切にしています。

こども科学体験教室 秋祭り 展示会（KENTEN）

地域社会の
環境保全活動や

福祉活動にも積極的に
参加しています。

使用済み切手の寄贈 美化活動 クリーンアップ福井

化学品の安全管理

SDSの提供と活用
当社の製品を安心してお使いいただくために、国内では法令（労働安全
衛生法、PRTR法、毒物及び劇物取締法）でSDS（安全データシート）が義
務付けられていない製品についてもSDSを発行しています。また、海外
でも同様にSDSの対応を行っています。一方、日本も含め、GHS を導入
している国では化学品の危険性や健康有害性、環境有害性を国際基準
に基づき分類することが求められ、その結果を記載し、「GHS対応SDS」
として発行しています。
なお、当社製品のSDS は、当社ホームページ内のSDS ダウンロードサイ
ト（http://www.daihachi-chem.co.jp/msds/）に掲載しています。

用語解説 GHSとは？

社内教育

GHS対応ラベル
（容器イエローカード対応）

イエローカード

GHS対応SDS

地域社会とのかかわり

日本を含めた世界各国では、海洋プラスチックごみによる地球環境汚染が深刻化し、その対策が急がれています。環境省では、「プラスチック・スマー
ト」と銘打ち、海洋プラスチックごみ問題を個人・自治体・NGO・企業・研究機関などが連携協働することにより、解決への動きを加速させることを行っ
ています。当社は、生分解樹脂を用途にした可塑剤をラインナップしており、その可塑剤は国際認証規格も取得しています。「プラスチック・スマート」
に登録することにより、広く社会に認知されることが、社会貢献であると考えています。

プラスチック・スマート登録

PLA樹脂
だけでは…

硬すぎて成形時の形のまま

可塑剤を
添加すると…

生分解性可塑剤PLA樹脂

使用後は…

軟質となり、フィルム化も可能

コンポスト（堆肥）中に混ぜ込むことで分解する

0日後 1週間後 10週間後
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未来に引き継がれる
ものづくりの精神。
　　大八化学工業は大正八年の創業以来、可塑剤、難燃剤、金属抽出剤など数々の高機能製品を生みだしてまいりました。

　これらの製品は、生活に身近な各種プラスチックから、自動車の部品やシート、さらには現代の情報社会には欠かせないパソコンや携帯

電話などの情報端末機器にいたるまで、幅広い分野で使用されています。中でもリン系難燃剤においては世界でもトップクラスの地位を確

立し、国内外の生産拠点から、アジアを始め多くの地域に製品を提供することで、高い評価と厚い信頼を獲得してきました。

　大正八年から培ってきた技術力をベースに新製品の創出に努めるとともに、企業としての社会的責任を果たすため、法令遵守はもちろん

のこと、職場の安全衛生や環境保全などレスポンシブルケア活動にも積極的に取り組んでまいります。

　大八化学工業は、今年で創業１００周年を迎えますが、いつの時代においても、お客様のご期待にお応えするとともに、常に社会に貢献で

きる企業であり続けることを目指してまいります。

大八化学工業100年の歩み

1969（昭和44）
大阪営業所を大阪市東区内本町
（現在の中央区内本町）に開設

1987（昭和62）
技術センター完成

1991（平成3）
「大八化学工業株式会社」に
改称

2019（令和元）
創業100周年

1957（昭和32）
可塑剤工業会設立 1975（昭和50）

半田工場操業開始

1993（平成5）
福井工場操業開始 2011（平成23）

大阪技術開発センター開所

2000（平成12）
現地法人ダイハチケミカル
シンガポールを設立

2005（平成17）
現地法人大八化工（常熟）
有限公司操業開始

1959（昭和34）
日本初の可塑剤連続蒸留装置を
完工（翌年完成）

1963（昭和38）
寝屋川工場操業開始

1990（平成2）
橋本哲二社長就任

1997（平成9）
𠮷川均社長就任

1919（大正8）
田上寛伍 創業

1935（昭和10）
日本で初めてフタル酸エステル系可塑剤、
リン酸エステル系可塑剤の製造を開始

1942（昭和17）
北村芳朗社長就任

1948（昭和23）
バイオ技術で焼酎・乳酸の
製造を開始

1972（昭和47）
北村耕三社長就任

1937（昭和12）
「株式会社大八化学工業所」設立
北村伝次郎社長就任

2012（平成24）
北村准一社長就任


